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ビジネスプロパティ（企業財産総合保険）休業補償の補償割合に関する特約 

誤 正 

 
【ＦＷ】休業補償の補償割合に関する特約 

 

 

第１条（休業損害保険金の支払額‐利益補償方式の場合） 

企業財産総合保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第２章休業補償条項第６条（休業損害保険金の支払

額‐利益補償方式の場合）の規定にかかわらず、当会社が支払うべき休業損害保険金の額は、次の①の額から②および

③の額を差し引いた額とします。ただし、１回の事故につき、保険証券記載の保険金額（保険証券に支払限度額の記載

がある場合は、支払限度額とします。）を限度とします。 

 

① 売上減少高に保険証券記載の補償割合を乗じて得た額 

 

 

② 保険証券記載の免責金額 

③ 事故の発生した時を含む日の午前０時から保険証券記載の免責時間中に発生した損失額 

 

第２条（売上高または補償割合の調整） 

（１）普通約款第２章休業補償条項第８条（支払限度率、売上高、利益率の調整）の規定にもかかわらず、営業につき特

殊な事情の影響があった場合または営業の趨(すう)勢が著しく変化した場合で、最近の会計年度（１か年間）の売上高

もしくは標準売上高が、事故がなかったならば実現したであろう営業の状況を適切にあらわしていないときは、第１条

（休業損害保険金の支払額‐利益補償方式の場合）の規定による保険金の算出にあたり、標準売上高につき、保険契約

者または被保険者との協議による合意に基づき、特殊な事情または営業の趨(すう)勢の著しい変化の影響を考慮した公

正な調整を行うものとします。 

（２）保険証券記載の補償割合が、事故がなかったならば実現したであろう営業の状況に基づく利益率を著しく超える場

合は、当会社は、保険証券記載の補償割合によって算出した休業損害保険金の額が、事故がなかったならば実現したで

あろう営業の状況に基づく休業損害保険金の額を超えることを証明して、事故がなかったならば実現したであろう営業

の状況に基づいて公正な調整を行った利益率を保険証券記載の補償割合として、保険金を支払うことができます。 

 

【ＦＷ】休業補償の補償割合に関する特約 
 

 

第１条（休業損害保険金の支払額‐利益補償方式の場合） 

企業財産総合保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第２章休業補償条項第６条（休業損害保険金の支

払額‐利益補償方式の場合）の規定にかかわらず、当会社が支払うべき休業損害保険金の額は、次の①および②によっ

て算出した額の合計額から③および④の額を差し引いた額とします。ただし、１回の事故につき、保険証券記載の保険

金額（保険証券に支払限度額の記載がある場合は、支払限度額とします。）を限度とします。 

 

① 売上減少高に保険証券記載の補償割合を乗じて得た額 

② 収益減少防止費用の額。ただし、その費用の支出によって減少することを免れた売上高に保険証券記載の補償割合

を乗じて得た額を限度とします。 

③ 保険証券記載の免責金額 

④ 事故の発生した時を含む日の午前０時から保険証券記載の免責時間中に発生した損失額 

 

第２条（売上高または補償割合の調整） 

（１）普通約款第２章休業補償条項第８条（支払限度率、売上高、利益率の調整）の規定にかかわらず、営業につき特殊

な事情の影響があった場合または営業の趨(すう)勢が著しく変化した場合で、最近の会計年度（１か年間）の売上高ま

たは標準売上高が、事故がなかったならば実現したであろう営業の状況を適切にあらわしていないときは、第１条（休

業損害保険金の支払額‐利益補償方式の場合）の規定による保険金の算出にあたり、標準売上高につき、保険契約者ま

たは被保険者との協議による合意に基づき、特殊な事情または営業の趨(すう)勢の著しい変化の影響を考慮した公正な

調整を行うものとします。 

（２）保険証券記載の補償割合が、事故がなかったならば実現したであろう営業の状況に基づく利益率を著しく超える場

合は、当会社は、保険証券記載の補償割合によって算出した休業損害保険金の額が、事故がなかったならば実現したで

あろう営業の状況に基づく休業損害保険金の額を超えることを証明して、事故がなかったならば実現したであろう営業

の状況に基づいて公正な調整を行った利益率を保険証券記載の補償割合として、保険金を支払うことができます。 

 


